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令和４年度当初予算案の概要 

 

一 総  括 

                                   (単位:千円、％) 

 
区    分 

令和4年度当初予算額 
(A) 

令和3年度当初予算額 
(B) (A)/(B) 

一 般 会 計 546,744,474 529,083,121 103.3 

（主な歳入） 
実 質 県 税 
(うち県税) 

112,389,506 
(98,484,506) 

95,788,569 
(87,493,569) 

117.3 
(112.6) 

実質交付税 
(うち地方交付税) 

143,684,000 
(135,246,000) 

158,523,000 
(131,094,000) 

90.6 
(103.2) 

国庫支出金 94,041,353 64,586,474 145.6 

県   債 
(うち臨時財政対策債) 

47,783,000 
(8,438,000) 

64,013,000 
(27,429,000) 

74.6 
(30.8) 

※実 質 県 税 ＝ 県税 ＋ 特別法人事業譲与税 

実質交付税 ＝ 地方交付税 ＋ 臨時財政対策債 

 

 

二 主要事業 

 

 

 １ 攻めの「やまなし」成長戦略 
 

  ○ コーポレートブランド「やまなし」推進事業費          121,906千円 

      地域活性化や観光振興を図るため、本県のブランド価値やイメージの向上に向けた取り 

組みを行う。                                   

（財源：地方創生推進交付金）                           

 事 業 内 容  戦略的プロモーションの実施 ブランド価値調査           

        ○新広告宣伝の企画、効果検証 ○新ＳＮＳにおける消費者反応の分析等  

                       

  ○ ○新スポーツコミッション事業費補助金              40,374千円 

      「スポーツで稼げる県」を実現するため、コミッションが行うスポーツの成長産業化に 

向けた取り組みに対し助成する。                          

（財源：地方スポーツ振興費補助金等）                       

 事 業 内 容  スポーツ関連データの収集・分析 アクティビティの開発       

        南アルプス林道を活用したサイクルイベントの開催等         

   

  ○ ○新東京オリンピック自転車競技ロードレースレガシー事業費     1,700千円 

      東京オリンピック大会の開催を契機に、本県を訪れるサイクリスト等の受入体制を強化 

する。                                      

（財源：地方創生推進交付金）                           

 事 業 内 容  ガイド活動等を行うエスコートライダー養成研修会の開催       
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  ○ リニアやまなしビジョン推進事業費                3,601千円 

      リニア中央新幹線がもたらす経済効果を全県に波及させるため、「リニアやまなしビジ 

ョン」の実現に向けた取り組みを行う。                       

 01 リニア駅前エリア整備検討事業費               0 246     

   本県の新たなゲートウェイとなるリニア駅前エリアの整備に向けた検討を行う。  

   事業内容  検討会議の開催                         

 02 最先端企業等誘致事業費                   03,355     

   クリーンエネルギー分野の最先端企業等の誘致活動を実施する。         

   事業内容  誘致アドバイザーの設置等                    

  

  ○ リニアやまなしビジョン実証実験サポート事業費         100,995千円 

      スタートアップ企業が有する最先端技術等により、新たな産業、雇用を創出するため、 

本県をフィールドに実施する実証実験をサポートする取り組みを行う。         

（財源：地方創生推進交付金）                           

 01 実証実験誘致推進事業費                   25,995     

   事業内容  ターゲットの選定 プロモーション活動の実施           

         実証実験ハンズオン支援等                    

 02 実証実験誘致推進事業費(債務負担行為)                    

   期  間  4～5年度                            

   限 度 額  14,000                             

 03 実証実験サポート事業費補助金                75,000     

   補 助 先  スタートアップ企業等                      

   補 助 率  3/40                              

   補 助 額  1社当たり7,500,000円上限                    

 04 実証実験サポート事業費補助金(債務負担行為)                 

   期  間  4～5年度                            

   限 度 額  45,000                             

     

  ○ ○新革新的スタートアップ創出支援事業費             39,318千円 

      新たな産業、雇用を生み出すスタートアップ企業の創出を図るため、起業から事業拡大 

まで切れ目のない支援を行う。                           

（財源：地方創生推進交付金）                           

 事 業 内 容  専門指導者による伴走支援 起業家創出コンテストの開催等      

  

  ○ ○新ＤＸ人材育成事業費                     15,011千円 

      デジタル技術を最大限に活用し、地域の課題解決を図るため、ＡＩやデータの利活用を 

支えるＤＸ人材の育成を行う。                           

（財源：地方創生推進交付金）                           

 事 業 内 容  専門人材育成研修の実施 ハッカソンの開催等            
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  ○ ○新スマート林業推進事業費                   29,252千円 

      林業の生産性、収益性、安全性の向上を図るため、サプライチェーン及び木材生産・森 

林整備へのＩＣＴ導入を推進する。                         

（財源：地方創生推進交付金）                           

 01 やまなしスマート林業推進協議会(仮称)開催事業費        1,353     

   木材の生産、加工、流通の各分野の関係者による生産性向上に向けたＩＣＴ導入手 

  法の検討等を行う。                              

  2 森林クラウドシステム構築事業費               10,234     

   木材需給情報等の一元管理に向けた森林情報管理システムの再構築を行う。    

   事業内容  基本設計                            

  3 デジタル森林情報整備事業費                 16,089     

   森林情報のデジタル化を図るため、ドローン及び地上型レーザースキャナを整備す 

  る。                                     

  4 次世代型高性能林業機械導入トライアル事業費補助金       1,576     

   補 助 先  林業事業体                           

   補 助 率  1/2                              

  

  ○ ○新森林学科運営費                       56,844千円 

      高度な知識と技術を有し、即戦力となる人材を育成するため、農林大学校に林業に関す 

る学科を設置する。                                

（財源：森林環境譲与税基金繰入金）                        

                   

  ○ ○新森林空間活用ＭＴＢ聖地化推進事業費              2,270千円 

      本県の豊かな森林空間の利活用を促進するため、ＭＴＢ(マウンテンバイク)の聖地化に 

向けた取り組みを推進する。                            

（財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）             

 事 業 内 容  有識者等で構成する推進協議会による利用ルールの検討等       

     

  ○ 金川の森公園施設長寿命化対策事業費              51,036千円 

      公園利用者の安全を確保するとともに、維持管理費の縮減を図るため、計画的な修繕を 

行う。                                      

（財源：社会資本整備総合交付金等）                        

 事 業 内 容  歩道及びＭＴＢコース改修等                    

           

  ○ ○新メディカル・デバイス・コリドー参入支援強化事業費      20,713千円 

      コロナ禍における医療機器分野の国産化に向けた動きを契機に、県内企業の新規参入や 

取引拡大を加速化させるため、支援拠点の機能を強化する。              

（財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）             

 事 業 内 容  首都圏企業への集中訪問による需要把握 ＰＲ動画の製作等      
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  ○ ○新水素・燃料電池分野基幹産業化推進事業費           29,302千円 

      世界有数の研究開発拠点の形成と関連産業の基幹産業化を推進するための取り組みを行

う。                                       

（財源：地方創生推進交付金）                           

 01 やまなしスタック多用途展開加速化事業費           14,257     

   山梨大学と県内企業が共同開発した小型燃料電池の活用による新製品開発を支援す 

  る。                                     

  (1)新製品開発補助金                  13,000         

   補助先  民間企業                             

   補助率  2/3 10/10                            

   補助額  1件当たり6,500,000円上限                     

  (2)専門家バンク等設置費                 1,257         

 02 国際水素・燃料電池展出展費                 12,881     

 03 静岡連携推進費                        2,164     

                    

  ○ ○新やまなしものづくり企業ＤＸ推進事業費              8,249千円 

      県内製造業者の競争力の強化や生産性の向上を図るため、デジタル技術導入促進に向け 

た取り組みを行う。                                

（財源：地方創生推進交付金）                           

 事 業 内 容  甲府技術支援センターへのＤＸ実証機能の実装 企業への専門家派遣  

                               

  ○ ○新県産ジュエリー中東販路開拓調査事業費             7,451千円 

      県産ジュエリーの有力な海外販路開拓を図るため、新たな製品開発及び顧客獲得に向け 

た取り組みを行う。                                

（財源：地方創生推進交付金）                           

 事 業 内 容  ドバイ首長国におけるマーケティング調査、商談会の実施       

                          

  ○ ○新ＧＩ山梨・甲州ワイン産地ブランド確立強化事業費補助金     7,187千円 

      県産ワインのブランド力向上と輸出拡大を図るため、海外プロモーション等に対し助成 

する。                                      

（財源：地方創生推進交付金）                           

 補 助 先  県ワイン酒造協同組合等                      

 事 業 内 容  ロンドン、香港、シンガポールでのプロモーション等         

 補 助 率  1/2                               

  

  ○ ○新ＧＩ山梨・日本酒海外プロモーション支援事業費補助金      5,875千円 

      県産日本酒のブランド力向上と輸出拡大を図るため、海外プロモーション等に対し助成 

する。                                      

（財源：地方創生推進交付金）                           

 補 助 先  県酒造協同組合                          

 事 業 内 容  香港試飲会の開催 ＥＣサイトの構築 ＳＮＳを活用した情報発信等  

 補 助 率  1/2                               
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  ○ ○新やまなしテキスタイルブランド確立強化支援事業費        3,622千円 

      県産織物のブランド力向上と海外販路拡大を図るため、国内外のプロモーション等に対 

し助成する。                                   

（財源：地方創生推進交付金）                           

  1 海外販路開拓調査事業費補助金                 2,000     

   補 助 先  県絹人繊織物工業組合                      

   事業内容  オランダにおける展示会への出展                 

   補 助 率  1/2                              

  2 情報発信強化事業費補助金                   1,000     

   補 助 先  富士吉田商工会議所                       

   事業内容  産地企業紹介パンフレットの作成等                

   補 助 率  1/2                              

  3 後継者等育成研修会開催費                    622     

  

  ○ ○新やまなしネオバリュープロダクツ開発支援事業費         6,300千円 

      やまなし地場産品の新商品開発や販売を支援するため、クラウドファンディングサイト 

を活用した取り組みを行う。                            

（財源：地方創生推進交付金）                           

 事 業 内 容  専門サイトの構築 専門家による出展者への伴走支援         

           

  ○ 商工業振興資金貸付金                    61,289,919千円 

      中小企業の金融の円滑化を促進し、経営の安定化を図るため、金融機関の協調を得て制 

度融資を実施する。                                

（財源：諸収入）                                 

 商工業振興資金総融資枠  230億円                       

 01 経済変動対策融資（500億円 → 90億円）   90億円             

   新型コロナウイルス感染症に起因する資金需要の落ち着きや景気の回復基調の見通 

  しを捉え、融資枠をコロナ前の90億円に設定する。0               

 02 環境対策融資の拡充（2億円 → 12億円）   12億円             

   環境に配慮した設備導入を促進するため、新たな融資枠を設定する。       

  (1)○新水素エネルギーシステム活用枠                       

   融資枠 5億円 利率 年0.7％                        

  (2)○新脱炭素枠（再生可能エネルギーを活用した設備導入等）            

   融資枠 5億円 利率 年1.5％                        

  3 その他融資枠               128億円             

  

  ○ 信用保証料補助金                        251,915千円 

      県内中小企業者の資金の円滑化と負担の軽減を図るため、県信用保証協会が行う信用保 

証料の軽減に対し助成する。                            

 対象資金等  事業促進融資 小規模企業サポート融資 起業家支援融資       

        新分野進出支援融資 事業承継支援融資 成長やまなし応援融資    

        企業立地促進融資 医療機器関連産業支援融資            

        観光産業振興融資 経済変動対策融資 小口資金           
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  ○ ○新山梨がんばる観光地支援事業費                35,168千円 

      魅力と賑わいのある観光地づくりを進めるため、地域が主体となって行う高付加価値化 

に向けた取り組みを支援する。                           

（財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）             

 01 富士の国やまなし観光振興施設整備事業費補助金                

                 （がんばる地域応援枠）     20,000     

   補 助 先  県内ＤＭＯ(候補事業者等を含む)                 

   事業内容  景観づくりや地域の核となる施設の改修等             

   補 助 率  3/4                              

   補 助 額  1件当たり10,000,000円上限                   

 02 地域連携観光プラン創出事業費補助金             15,000     

   補 助 先  地域の観光事業者等で構成するグループ              

   事業内容  新たな観光商品の開発                      

   補 助 率  1/2                              

   補 助 額  1件当たり1,000,000円上限                    

 03 選定委員会開催費                        168     

                          

  ○ ○新「ワイン県やまなし」美酒・美食推進事業費          57,539千円 

      観光産業の高付加価値化を図るため、県産食材を活用した新たな食ブランドの確立と、 

県産ワインを活用したＰＲを行う。                         

（財源：地方創生推進交付金）                           

 01 県産ワインを活用した周遊観光促進事業費           11,320     

   事業内容  ワイナリーカードの作成 Ｗｅｂキャンペーンの実施等       

  2 美食ブランド創造事業費                    7,425     

   事業内容  美食イベントの開催 美食コンソーシアムの運営          

  3 「Ｃａｖｅ ｄｅ ワイン県やまなし」運営事業費       38,794     

   事業内容  県産ワインと県産食材を楽しめる食の体感拠点の運営        

                       

  ○ ○新上質なインバウンド受入環境促進事業費            17,616千円 

      インバウンド観光の本格的な回復に備え、県内観光施設の受入意識の醸成を図るととも 

に、海外の旅行代理店等への効果的な情報発信を行う。                

（財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）             

 事 業 内 容  受入環境調査 実態リストの作成 優良事例の公表等         

                          

  ○ ○新インバウンド観光復活プロモーション事業費          20,530千円 

      インバウンド観光の高付加価値型への転換を図るため、富裕層をターゲットとしたプロ 

モーション活動を実施する。                            

（財源：地方創生推進交付金）                           

 事 業 内 容  中東諸国からの誘客調査 ファムトリップの実施           

        海外の旅行代理店と連携したデジタルプロモーション等        

                           

  ○ ○新青木ヶ原樹海イメージアップ強化事業費            14,829千円 

      旧来のイメージを払拭し、観光産業の反転攻勢を図るため、樹海の豊かな自然を本県な 

らではの観光資源として磨き上げるための取り組みを行う。              

（財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）             

 事 業 内 容  ショートムービーコンテスト、メディアツアーの開催等        
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  ○ ○新文化立県推進事業費                     38,388千円 

      文化芸術活動の振興による地域の賑わい創出と共生社会の実現に向けた取り組みを行う。

（財源：地方創生推進交付金）                           

  1 文化芸術活動基盤整備事業費                  9,388     

    文化芸術の質の向上を図るため、クリエイターや伝統芸能団体等に対する総合的な 

  支援体制を整備する。                             

   事業内容  文化立県戦略有識者会議の開催                  

         「クリエイターコミッション・やまなし(仮称)」の設置       

         アーツアドバイザーの配置 専用サイトの構築           

  2 文化芸術・観光融合促進事業費補助金             25,000     

   文化芸術と観光の融合による新たな賑わい創出とその持続的な発展につなげるため 

  の支援を行う。                                

   補 助 先  宿泊施設等                           

   補助対象  指定無形民俗文化財の保護、継承を行う団体等及びクリエイターの出 

        演に要する経費                          

   補 助 率  10/10                             

   補 助 額  1回当たり250,000円上限 同一施設で同一出演者に対し1回限り   

  3 文化資源活用モデル創出事業費                 4,000     

   文化資源の観光や地域振興への活用を促進するため、上質な文化観光コンテンツの 

  造成等に向けた支援を行う。                          

   事業内容  文化資源活用モデル検討会議の開催 先進地事例等調査       

                 

  ○ ○新やまなしリフレッシュ農泊推進事業費              6,592千円 

      農村地域の活性化と所得向上を図るため、農泊事業者が行う企業向けリフレッシュプロ 

グラムの開発を支援する。                             

（財源：地方創生推進交付金）                           

 事 業 内 容  セミナー、モデルツアーの開催等                  

  

  ○ 「おいしい未来へ やまなし」推進事業費            49,800千円 

      県産農畜水産物の消費拡大や生産者の所得向上を図るための取り組みを行う。    

（財源：地方創生推進交付金等）                          

  1 ブランド強化プロモーション事業費              18,187     

   事業内容  メディアツアーの開催 Ｗｅｂ雑誌への記事広告掲載等       

  2 販売促進活動等支援事業費補助金               14,000     

   補 助 先  県農畜産物販売強化対策協議会                  

   事業内容  小売店・市場でのＰＲイベントの実施等              

   補 助 率  1/2                              

  3 4パーミル・イニシアチブ農産物ブランド強化事業費       5,310     

   地球温暖化対策に貢献する4パーミル・イニシアチブ農産物の認知度向上に向けた 

  取り組みを行う。                               

   事業内容  ○新店頭プロモーション Ｗｅｂ広告の掲載等            

  4 ○新富士の介販路拡大プロモーション事業費            1,962     

   県が開発した「富士の介」について広く魅力浸透を図りブランド化を進めるため、 

  国際見本市への出展等を行う。                         

  5 ○新県産すもも魅力発信事業費                 10,341     

   米国産との差別化を図り、高品質な県産すもものブランド力を向上させる取り組み 

  を行う。                                   

   事業内容  店舗でのキャンペーンの実施 ＳＮＳを活用した情報発信等     
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  ○ ○新地域における女性農業者活躍推進事業費             3,096千円 

      地域農業の中核となる女性農業者の育成や働きやすい環境を整備するための取り組みを 

行う。                                      

（財源：女性が変える未来の農業推進事業費補助金）                 

 事 業 内 容  セミナーの開催 女性専用トイレ、更衣室等の整備支援等       

             

  ○ すもも産地競争力強化支援事業費補助金             89,000千円 

      米国産にほんすももの輸入解禁に伴い、県内すもも農家の生産体制を強化する。    

（財源：地方創生推進交付金）                           

  1 優良品種改植促進事業費補助金                19,500     

   補 助 先  市町村                             

   事業内容  優良品種への改植                        

   補 助 率  定額(国1/2 県1/2)                       

  2 安定生産支援事業費補助金                   69,500     

   補 助 先  市町村                             

   事業内容  雨よけ施設の整備 結実安定機器、重量選別機器の購入       

   補 助 率  1/2 (国1/4 県1/4)                       

      

  ○ アニマルウェルフェアブランド推進事業費             1,015千円 

      県産畜産物の新たな付加価値を創出するため、本県独自のアニマルウェルフェア認証制 

度の情報発信や取得促進に向けた取り組みを行う。                  

（財源：地方創生推進交付金）                           

 事 業 内 容  講習会、メディアツアー等の開催                  

  

  ○ ○新未来へつなぐ茶産地イノベーション支援事業費          5,372千円 

      峡南地域の茶の維持・発展を図るため、生産力強化や高付加価値化に向けた取り組みを 

行う。                                      

（財源：地方創生推進交付金）                           

  1 老朽茶園更新処理促進事業費補助金               2,500     

   生産量や品質の向上を図るため、樹勢を回復させる台切りに要する費用に対し助成 

  する。                                    

   補助先  市町村                              

   補助率  定額                               

  2 茶園集積支援事業費補助金                    750     

   遊休茶園の集積後に必要な土壌改良に要する費用に対し助成する。        

   補助先  市町村                              

   補助率  1/2                               

  3 高付加価値加工品開発支援事業費補助金             1,600     

   県茶振興協議会が行う「高級プレミアムティー」の開発費用に対し助成する。   

   補助率  定額                               

  4 生産技術開発・実証試験費                    522     
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２ 次世代「やまなし」投資戦略 
 

  ○ ○新県有グラウンド芝生化効果検証事業費             41,719千円 

      県民がスポーツに親しむ機会の拡充を図るため、芝生化による安全性や利用促進等に係 

る効果の検証を行う。                               

（財源：スポーツ振興くじ助成金）                         

      

  ○ ○新未来・やまなしアスリート支援事業費             20,447千円 

      郷土への誇りを高め、活力ある社会を創造するため、世界で活躍できるアスリートを発 

掘・育成する。                                  

  1 未来のトップアスリート発掘事業費               9,094     

   世界で活躍できるアスリートを早期に発掘・育成するため、ジュニア選手と適性競 

  技とのマッチングを行う。                           

  （財源：スポーツ振興くじ助成金）                       

   事業内容  競技体験合宿等の開催                      

  2 新しいスポーツ競技力向上サポート事業費補助金         2,400     

   オリンピック新種目等の競技力向上を図るため、競技団体が行う取り組みに対し助 

  成する。                                   

   事業内容  強化練習会等の開催                       

   補 助 率  1/2(県単)                           

  3 スポーツトレーナーを活用した競技力向上事業費補助金       615     

   補 助 先  41競技団体                           

   補 助 率  1/2(県単)                           

  4 障害者スポーツ・コーディネーター配置事業費          7,338     

   障害者がスポーツに参加しやすい環境づくりを推進するため、福祉施設や教育機関、

  競技団体との連携を支援するコーディネーターを配置する。            

  （財源：スポーツ振興事業国庫委託金）                     

  5 障害者スポーツ用具・環境整備事業費補助金           1,000     

  （財源：寄附金）                               

   補 助 先  県障害者スポーツ協会                      

   事業内容  障害者スポーツ用具の整備                    

   補 助 率  10/10(県単)                          

  

  ○ 私学振興費                         3,455,605千円 

      私立学校の教育条件の維持向上、保護者負担の軽減、経営の安定化を図るため助成する。

 01 私立幼稚園、小・中・高校運営費補助金          03,253,323     

  2 私立専修・各種学校運営費補助金                9,860     

  3 私立幼稚園、小・中・高校教職員退職資金補助金        63,966     

  4 私立学校教職員共済業務補助金                49,720     

  5 私立幼稚園等特別支援教育費補助金              71,736     

  6  私学教育振興会活動費補助金                  6,000     

  7  専修学校各種学校協会活動費補助金               1,000     
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  ○ 地域コア人材育成推進事業費                  15,189千円 

      本県への二拠点居住者や移住者の定着を促進するため、サテライトオフィスの運営支援 

や定住支援等を行う地域コア人材を育成する。                    

（財源：地方創生推進交付金等）                          

 事 業 内 容  地域コア人材育成講座、○新マッチングイベントの開催         

        地域コーディネーターの派遣 ○新ＳＮＳを活用した情報発信等     

      

  ○ 愛宕山こどもの国再整備事業費                 336,673千円 

      愛宕山こどもの国を自然保育の拠点とするため、再整備を行う。           

（財源：地域活性化事業債）                            

 事 業 内 容  遊具の更新 キャンプ場の改修等                  

  

  ○ 産業技術短期大学校等人材確保・育成強化事業費          6,646千円 

      学生の確保を図るため、時代に即した新たなカリキュラムの実施準備等の取り組みを行 

う。                                       

（財源：地方創生推進交付金）                           

 事 業 内 容  ○新ＡＩ基礎講座の実施 ○新留学生向け説明会への出展等        

        

  ○ ものづくり人材就業支援費補助金                 9,232千円 

      製造業における高度な知識又は技術を有する人材の育成及び確保を図るため、県内企業 

に就職を希望する大学生等の奨学金返還を支援する。                 

（財源：ものづくり人材就業支援基金繰入金等）                   

 期   間  4～19年度                            

 対 象 者  日本学生支援機構第一種及び第二種奨学金の貸与を受けた者のうち卒業 

       後3年以内に県内事業所に就職した者                 

 助 成 対 象  卒業前2年間に貸与を受けた奨学金の返還金             

 支 給 要 件  対象業種の県内事業所に一定期間勤務すること            

 対 象 業 種  機械電子産業                           

 認 定 人 数  35人                               

    

  ○ ○新技能検定受検料減免事業費                   3,600千円 

      若年技能者の技能向上を図るため、学生の技能検定受検料負担を軽減するとともに、実 

施効果の検証を行う。                               

（財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）             

 事 業 内 容  山梨県職業能力開発協会が実施する技能検定の受検料減免       

        受検者に対するアンケート調査の実施                

 対 象 者  25歳未満の県内在学又は在住の高校生等               

 減 免 額  1人当たり9,000円                         

 対 象 検 定  4年度前期検定                          

  

  ○ ○新やまなし食農菜園教育モデル実践事業費             2,881千円 

      本県の特色ある農業の関心を醸成し、将来の担い手を育成するため、農業体験を通じて 

食と農への理解を深める「食農菜園教育」を推進する。                

（財源：消費・安全対策交付金）                          

 実 施 校  小学校2校                            
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  ○ ○新新規就農者育成総合対策事業費                421,039千円 

      新規就農者の育成と定着を図るため、就農準備や経営開始時の早期の経営確立を支援す 

る。                                       

（財源：諸収入）                                 

  1 就農準備資金交付事業費                   35,250     

   対 象 者  就農前研修者(就農時50歳未満の者等)               

   交 付 額  年額1,500,000円                        

  2  経営開始資金交付事業費                   176,250     

   交 付 先  市町村                             

   対 象 者  認定新規就農者(就農時50歳未満の独立・自営就農者等)       

   交 付 額  年額1,500,000円                        

  3 経営発展支援事業費補助金                  206,250     

   対 象 者  認定新規就農者(就農時50歳未満の独立・自営就農者等)       

   補助対象  機械・施設の導入、果樹改植、機械リース等            

   補 助 率  3/4(国2/4 県1/4)                       

  4 推進事業費                          3,289     

   事業内容  研修会の開催等                         

     

  ○ ○新県立高等学校１人１台端末購入支援事業費           33,840千円 

      経済的に余裕のない世帯の高等学校等入学に要する費用負担の軽減を図るため、ＩＣＴ 

教育に必要な端末の購入に要する経費を支援する。                  

（財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）             

 支 給 額  1人当たり60,000円上限                      

    

  ○ 少人数教育推進事業費                     446,520千円 

      児童一人ひとりに向き合ったきめ細かで質の高い教育を実現するため、公立小学校にお 

ける25人学級編制を推進する。                           

（財源：やまなし教育環境・介護基盤整備基金繰入金）                

  

  ○ 特別支援学級指導体制強化事業費                163,724千円 

      一人ひとりの障害の特性や発達段階の違いに対応したきめ細かな教育を行うため、公立 

小中学校における特別支援学級の指導体制を強化する。                

  

  ○ ○新少人数教育効果検証事業費                    834千円 

      児童一人ひとりに向き合ったきめ細かで質の高い教育を実現するため、25人学級編制の 

効果検証等を行う。                                

 事 業 内 容  検討委員会の開催                         
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  ○ いじめ・不登校対策事業費                   228,719千円 

      いじめ・不登校対策に積極的に取り組むため、スクールカウンセラーやスクールソーシ 

ャルワーカーの活用等により、児童生徒への支援の充実を図る。            

（財源：教育支援体制整備事業費国庫補助金等）                   

  1 いじめ・不登校ホットライン設置費               8,392     

   設置場所  総合教育センター(055-263-3711)                 

   事業内容  年中無休24時間相談員による対応                 

  2 スクールカウンセラー活用事業費               182,856     

   事業内容  学校配置スクールカウンセラー等の配置              

   配置基準  児童生徒数 不登校児童生徒数 特別支援学級在籍者数等      

  3 地域連携子どもと親と教師のための教育相談事業費         284     

   事業内容  国立大学法人山梨大学等と連携した教育相談            

  4  スクールソーシャルワーカー活用事業費             27,247     

   事業内容  社会福祉士等を学校等へ派遣                   

   配置場所  教育事務所(小中学校) 総合教育センター(高校)          

  5 保護者のための研修会開催費                   128     

  6 いじめ防止等のための協議会等設置費              1,444     

  7 ○新相談支援センター(仮称)運営事業費              8,368     

   市町村教育支援センター等に通級する児童生徒及び保護者を対象にした教育相談体 

  制を強化する。                                

   設置場所  総合教育センター                        

   事業内容  学校配置スクールカウンセラーへの指導助言            

         ネットワーク協議会、研修会の開催等 
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３ 活躍「やまなし」促進戦略 
 

  ○ 男女共同参画・共生社会推進事業費               39,963千円 

      男女の人権が尊重され、個人の意欲と能力に応じて多様な生き方を選択できる男女共同 

参画社会を実現するための取り組みを行う。                     

 11 男女共同参画審議会開催費                               635     

  2 ○新男女共同参画専門人材配置事業費               3,522     

   県民や団体の活動を支援する専門人材を配置する。               

  3 ○新子ども・若者への理解促進事業費               1,379     

   事業内容  ポスターコンクール 若者によるフォーラムの開催         

  4 女性活躍応援プロジェクト事業費(再掲)             5,608     

   女性が活躍できる職場環境づくりやキャリアアップを支援する取り組みを行う。  

  （財源：地域女性活躍推進交付金）                       

   事業内容  ○新女性エグゼクティブによるキャリアプランセミナーの開催     

         「山梨えるみん」の認定等                    

  5 女性団体事業費補助金                      600     

   女性リーダーの育成を図るための取り組みに対し助成する。           

   補 助 先  県女性団体協議会                        

  6 ○新地域活動活性化促進事業費                   750     

     地域における主体的な活動を促進するため、指導的役割を担うリーダーを育成する。

   事業内容  研修会、ワークショップの開催等                 

  7 男女共同参画団体活動促進事業費補助金             8,100     

   地域における男女共同参画の促進を図るため、地域団体等が行う取り組みに対し支 

  援する。                                   

   補助対象  男女共同参画に資するセミナー等の活動経費            

   補 助 率  定額                              

   補 助 額  1回当たり50,000円上限 年2回まで                 

  8 働く女性法律相談事業費                     561      

  （財源：地域女性活躍推進交付金）                       

  9 配偶者等に対する暴力防止対策事業費               493      

  （財源：人権啓発活動地方委託費）                       

事業内容  講演会、研修会の開催等 

 10 ＤＶ被害者等支援体制強化事業費                7,733      

   コロナ禍において増加しているＤＶ被害者への支援を強化する取り組みを行う。 

  （財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）           

  (1)無料法律相談実施事業費                2,013          

  (2)法的サービス費用支援事業費補助金           5,720          

 11 性犯罪・性暴力被害者ワンストップ支援センター事業費      9,083      

   総合的な支援を行うワンストップ支援センターを運営する。 

  （財源：性犯罪・性暴力被害者支援交付金）                   

   開設時間  月～金 午前9時～午後5時 

   事業内容  電話・面接相談 同行支援等 

 12 ○新性の多様性理解促進事業費                  1,499      

   一人ひとりの多様性が尊重される県づくりを目指し、性的少数者に対する理解を深  

  める取り組みを行う。                             

   事業内容  スクールカウンセラー、企業等への研修会の開催等         
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  ○ 二拠点居住推進事業費                      41,020千円 

      企業移転を推進するため、本県への二拠点居住に向けた取り組みを行う。       

（財源：地方創生推進交付金等）                          

 01 二拠点居住企業誘致マッチング事業費             23,520     

   事業内容  企業移転意向随時調査 セミナーの実施等             

 02 サテライトオフィス等お試し体験事業費補助金         17,500     

   本県への移転等に関心があり、サテライトオフィス等の体験を希望する企業に対し、

  体験に要する経費を助成する。                         

   補 助 先  県内進出を検討している企業                   

   補助対象  宿泊費 交通費 サテライトオフィス使用料等           

   補 助 率  3/40                              

   補 助 額  長期滞在コース(1ヶ月以上) 1社当たり1,000,000円上限0      

         短期滞在コース(1週間以内) 1社当たり00250,000円上限0      

  

  ○ 次世代型農福連携パワーアップ事業費              20,550千円 

      障害者の経済的自立を支援するため、障害者の農業分野への就労を促進する取り組みを 

行う。                                      

（財源：地域生活支援事業費等補助金）                       

 01 農福連携マッチング事業費                  07,620     

   県農福連携推進センターを設置し、農業経営者と障害者就労施設等のマッチングを 

  行う。                                    

 02 農福連携商品ブランド化支援事業費              10,930     

   事業内容  ○新農福連携フェアの開催 ○新農福連携商品自動販売機の設置     

         ○新ＰＲ動画の作成等                       

 03 農業設備等導入支援事業費補助金                2,000     

   補 助 先  社会福祉法人等                         

   補 助 率  定額(県単)                           

       

  ○ 障害者就労支援施設工賃向上推進事業費             12,311千円 

      障害者の工賃向上を図るため、就労支援施設と企業とのマッチングや経営改善を支援す 

る取り組みを行う。                                

（財源：地域生活支援事業費等補助金等）                      

 事 業 内 容  ○新産福連携コーディネーターの設置 アドバイザーの派遣等      

  

  ○ ○新不妊治療体制等強化事業費                  41,500千円 

      子どもを望む夫婦が不妊治療を受けやすい環境を整備する。             

  1 不妊治療環境整備事業費補助金                  7,500     

   山梨大学が行う胚培養士の養成等に対し助成する。               

  （財源：地方創生推進交付金）                         

   補 助 率  定額                              

  2 周産期医療体制等整備事業費                 34,000     

   周産期医療体制の充実・強化を図るとともに、身近な医療機関で不妊治療ができる 

  体制を構築するため、産婦人科医の養成・確保等に向けた取り組みを支援する。   

  （財源：地域医療介護総合確保基金繰入金）                   

    事業内容  国立大学法人山梨大学への寄附講座の設置             
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  ○ ○新保育士・保育所支援センター設置事業費            21,160千円 

      時期を問わず希望する保育所等へ円滑に入所できる環境を整備するため、保育士・保育 

所支援センターを設置する。                            

（財源：保育対策総合支援事業費補助金）                      

 事 業 内 容  保育人材バンクの設置 潜在保育士に対する研修等          

         

  ○ ○新一時預かり利用者負担軽減事業費補助金             2,172千円 

      子育て家庭が安定して一時預かり事業を利用できるよう、利用料の減免を行う市町村に 

対し助成する。                                  

（財源：安心こども基金繰入金）                          

 補 助 率  2/3                               

  

  ○ 妊産婦メンタルヘルス体制強化事業費               9,624千円 

      妊産婦の心のケアに係るサポート体制を強化するための取り組みを行う。       

（財源：母子保健衛生費補助金）                          

 事 業 内 容  産前産後ケアセンターへの専門職員の配置 市町村向け研修会の開催  

        ○新看護職員による相談受付等                    
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４ 安心「やまなし」充実戦略 
 

  ○ 感染症対策専門人材養成事業費                 61,916千円 

      感染症に対する強靱な社会を目指し、専門人材の養成や感染症知識の普及啓発を図る。 

 11 ○新感染症専門医養成事業費                  25,000     

  （財源：地域医療介護総合確保基金繰入金）                   

   事業内容  国立大学法人山梨大学への寄附講座の設置             

  2 ○新感染症専門医養成事業費補助金               25,000     

  （財源：地域医療介護総合確保基金繰入金）                   

   補 助 先  県立病院機構(県立中央病院)                   

   事業内容  研修プログラム特設サイトの開設 機器整備            

   補 助 率  10/10 1/2                           

  3 ○新感染症知識普及啓発事業費                 11,000     

  （財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）           

   事業内容  医療機関、社会福祉施設等への感染管理研修等           

  4 ○新感染管理専門人材養成研修事業費                  462     

  （財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）           

   事業内容  医師、看護師への実地研修等                   

  5 実地疫学専門家養成派遣研修費                  454     

  （財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）           

   事業内容  国立感染症研究所への派遣                    

  

  ○ 新型コロナウイルス検査体制強化事業費            4,608,521千円 

      新型コロナウイルス感染症患者の早期発見、早期治療を徹底するため、県内全域におけ 

る検査体制を構築する。                             

（財源：新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金等）              

 11 検査事業費                        4,509,868     

   事業内容  医療機関等における検査費用の一部負担              

         無症状の濃厚接触者及び接触者の検査費用の負担等         

         高齢者・障害者入所施設の職員に対する検査費用の負担       

         保育所・幼稚園等の職員に対する検査費用の負担          

 02 ドライブスルーＰＣＲ検査体制整備費補助金          17,003     

   補 助 先  国立大学法人山梨大学                      

   事業内容  検査スタッフの派遣等                      

   補 助 率  10/100                             

 03 衛生環境研究所検査体制確保事業費              47,601     

   衛生環境研究所のＰＣＲ検査に必要な試薬等の医薬材料及び消耗品を整備する。  

  4 変異株ゲノム解析事業費                   34,049     
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  ○ 新型コロナウイルス感染症無料検査支援事業費         2,665,800千円 

      日常生活や経済社会活動における感染リスクを低減するため、無料検査を実施する。  

（財源：新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金等）              

 11 ワクチン未接種者無料検査事業費補助金            272,000     

   補 助 先  登録を受けた医療機関等                     

   事業内容  健康上の理由から接種できない者への検査             

   補 助 率  10/10                             

  2 一般検査事業費補助金                   2,308,800     

   補 助 先  登録を受けた薬局等                       

   事業内容  感染拡大時に不安を感じる者への検査               

   補 助 率  10/10                             

  3 検査体制整備事業費                     85,000     

   事業内容  電話相談窓口の設置等                      

  

  ○ 新型コロナウイルス感染症患者受入支援事業費補助金      13,000,000千円 

      感染症患者等の受入体制を確保するため、病床確保に要する経費に対し助成する。  

（財源：新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金等）              

 補 助 先  県の病床確保計画等に基づき病床を確保した医療機関         

 補 助 率  10/100                              

  

  ○ 宿泊施設を活用した軽症者等受入事業費           11,576,515千円 

      重症化した患者に対し適切な医療が提供できるよう、民間宿泊施設を借上げ、軽症者等 

の受入体制を整備する。                              

（財源：新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金等）              

  1 宿泊療養施設設置事業費                  5,382,728     

   軽症者等を受け入れる宿泊療養施設を整備する。                

  2 医療強化型宿泊療養施設設置事業費             6,193,787     

   医療を提供できる宿泊療養施設を整備する。                  

   

  ○ 自宅療養体制確保事業費                   4,265,328千円 

      感染拡大時においても適切な医療を提供するため、自宅療養体制を確保する。     

（財源：新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金）               

  1 宿泊療養施設等退所後ケア事業費               593,374     

   事業内容  健康観察の実施 食品・衛生用品の提供等             

  2 ホームケア事業費                     3,671,954     

   事業内容  健康観察の実施 食品・衛生用品の提供等             

        

  ○ 新型コロナウイルス感染症医療従事者派遣体制整備事業費補助金  107,000千円 

      重点医療機関の診療機能や老人福祉施設等におけるクラスター発生時の検査体制を確保 

するため、医療従事者の派遣に要する経費に対し助成する。              

（財源：新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金等）              

 補 助 先  医療従事者を派遣する医療機関                   

 補 助 率  10/100                              

  

 



 

18 

  ○ 新型コロナウイルス感染症医療提供体制強化事業費        175,304千円 

      感染拡大の防止や医療提供体制の強化を図るための取り組みを行う。         

（財源：新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金）               

 01 新型コロナウイルス医療対策本部医師等派遣事業費       128,539     

   事業内容  対策本部に入院調整等を行う医師等を派遣             

 02 感染症看護専門看護師等派遣事業費              46,765     

   事業内容  専門看護師の一般病院及び宿泊療養施設への派遣等         

   

  ○ 新型コロナウイルスワクチン接種相談窓口設置事業費       55,909千円 

      新型コロナウイルスワクチン接種に係る専門的な相談への対応を行うため、電話相談窓 

口を設置する。                                  

（財源：新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費補助金）           

                                  県 

  ○ ワクチン接種促進事業費補助金                 480,000千円 

      医療機関等が行うワクチン接種を促進するための取り組みに対し助成する。      

（財源：新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金）               

  1 個別接種事業費補助金                    420,000     

  (1)接種医療機関支援事業費補助金             75,000         

   1日に50回以上の接種を行う医療機関に対し助成する。             

   補 助 先  病院 診療所                          

   補 助 率  定額                              

   補 助 額  1日当たり100,000円                       

  (2)病院支援事業費補助金                105,000         

   通常診療とは別に、接種のための特別な体制を確保した病院に対し助成する。   

   補助要件  1日当たり50回以上の接種を指定期間に4週以上行う場合       

   補 助 率  定額                              

   補 助 額  医 師 1人1時間当たり7,550円                  

         看護師 1人1時間当たり2,760円                  

   指定期間  4月1日～9月30日                        

  (3)診療所支援事業費補助金               240,000         

   週に100回以上の接種を指定期間に4週以上行う診療所に対し助成する。      

   補 助 率  定額                              

   補 助 額  週100回以上の場合 1回当たり2,000円              

         週150回以上の場合 1回当たり3,000円              

         ((1)を受給する場合を除く。)                  

   指定期間  4月1日～9月30日                        

  2 集団接種医療従事者派遣事業費補助金             60,000     

    時間外・休日において集団接種会場へ医師等を派遣する医療機関への支援を行う市

   町村に対し助成する。                            

    補 助 率  定額                             

    補 助 額  医 師 1人1時間当たり7,550円                 

          看護師 1人1時間当たり2,760円                 

                                         

 

 

 

県 
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  ○ ワクチン職域接種支援事業費補助金               13,000千円 

      中小企業が共同で実施する接種や大学等が近隣の学生等も含めて行う接種に対し助成す 

る。                                       

（財源：新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金）               

 補 助 先  複数の中小企業等で構成する団体 大学等              

 補 助 対 象  会場運営費 消耗品費等                      

                               県 

  ○ ワクチン追加接種促進事業費                   7,000千円 

      3回目接種の促進のため、Ｗｅｂ広告等による情報発信を行う。           

（財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）             

                                      

  ○ ○新看護職員等処遇改善事業費                 2,145,021千円 

      感染症対応の最前線で働く看護・介護・福祉職員等の処遇改善を図るため、医療機関等 

が行う給与改定等の取り組みに対し支援する。                    

（財源：看護職員処遇改善支援補助金等）                      

 県 

  ○ ○新感染管理認定看護師教育課程開設準備事業費補助金       50,000千円 

      県立大学における感染管理認定看護師を養成するための取り組みに対し助成する。   

（財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）             

 補  助  先  公立大学法人山梨県立大学 県立病院機構（県立中央病院）      

        国立大学法人山梨大学（山梨大学医学部附属病院）          

 補 助 率  10/10                              

                        県単)0 

  ○ 新型コロナウイルス感染症対策休業助成金            85,679千円 

      休業した感染者、濃厚接触者のうち、公的な給付金等が支給されない者に対し、助成金 

を交付する。                                  

（財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）             

           

  ○ 新型コロナウイルスワクチン副反応休業助成金          17,789千円 

      副反応により休業した労働者、個人事業主のうち、公的な給付金等が支給されない者に 

対し、助成金を交付する。                             

（財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）             

 支 給 額  1日当たり4,000円 1回の接種につき2日まで             

  

  ○ やまなしグリーン・ゾーン認証制度運営事業費          127,557千円 

      県内の事業者が感染症に強い事業環境を整備し経済活動を継続できるよう、｢やまなし 

グリーン・ゾーン認証制度」の普及啓発や取得促進に向けた取り組みを行う。      

（財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）             

 事 業 内 容  専門家委員会の開催 現地調査の実施 認証ステッカーの作成等    
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  ○ ○新やまなし地域支え合いコミュニティ再生推進事業費補助金    35,000千円 

      孤独・孤立を防ぎ、誰一人取り残さない地域社会の実現に向けて、県社会福祉協議会が 

行う地域支え合い活動に対し助成する。                       

（財源：生活困窮者就労準備支援事業費補助金）                   

         

  ○ 生活困窮者自立支援事業費                   113,238千円 

      生活困窮者の生活の安定と自立の促進を図るため、就労支援や生活支援等を行う。  

（財源：生活困窮者自立支援事業費負担金等）                    

 01 自立相談支援事業費                     25,285     

   生活困窮状態からの脱却を支援するため、就労支援員による相談等を行う。    

   事業内容  相談窓口の設置 訪問支援 自立支援計画の作成等         

 02 住居確保給付金                       12,600     

   離職により住居を失った者が安心して就職活動を行うことができるよう、給付金を 

  支給する。                                  

   対 象 者  住居を喪失している又は喪失するおそれのある離職者        

 03 家計改善支援事業費                      0221     

   家計の管理に問題を抱える生活困窮者を支援するため、家計改善支援員による専門 

  的な助言等を行う。                              

 04 支援員養成研修費                       0192     

  5 一時生活支援事業費                      1,050     

   住居喪失者が一定期間、宿泊場所を確保できるよう、給付金を支給する。     

  6 新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金        73,890     

   感染症の影響により生活が困窮した者が、新たな就労等に円滑に移行できるよう、 

  自立支援金を支給する。                            

  

  ○ ○新テクノロジーを活用した業務効率化モデル事業費        31,500千円 

      介護業務の負担軽減や効率化を図るため、介護ロボットやＩＣＴを活用した業務効率化 

モデル事業を実施する。                              

（財源：地域医療介護総合確保基金繰入金）                     

 事 業 内 容  介護ロボット等の導入支援 コンサルタントによる支援等       

           

  ○ 電子版かかりつけ連携手帳電子決済モデル推進事業費補助金    26,439千円 

      重度心身障害者医療費助成制度の受給者の窓口負担を軽減するとともに、適切な医療提 

供を確保するため、電子版かかりつけ連携手帳を活用した電子決済システムのモデル事業 

を実施する。                                   

 補 助 先  一般社団法人かかりつけ連携手帳推進協議会             

 補 助 率  10/10                              
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  ○ 医療的ケア児支援事業費                    24,702千円 

      医療的ケア児者及びその家族を包括的に支援する体制を整備する。          

（財源：地域生活支援事業費等補助金等）                      

 01 ○新医療的ケア児支援センター運営費              22,122     

   委 託 先  国立大学法人山梨大学                      

   事業内容  相談窓口の設置 カウンセリング、情報交換会の実施        

         家族支援ガイドブックの作成等                  

  2 支援人材育成事業費                      2,184     

   訪問看護ステーション等において、医療的ケアを適切に行うことができる看護師や 

  介護職員等を育成するための研修を実施する。                  

  3 ○新広報・啓発事業費                        396     

   事業内容  医療的ケア児用車いすタグの配付                 

     

  ○ ○新看護職員確保対策検討会事業費                  519千円 

      看護職員の確保に向け、関係者等による検討会を開催する。             

（財源：地域医療介護総合確保基金繰入金）                     

            

  ○ ○新難病医療提供体制整備事業費                  7,785千円 

      難病の早期診断や身近な地域で医療が継続できる体制を整備するため、難病診療連携拠 

点病院を指定し、コーディネーターを配置する。                  

（財源：感染症予防等国庫補助金）                         

 事 業 内 容  ネットワークの構築 相談窓口の設置等               

 指 定 先  国立大学法人山梨大学（山梨大学医学部附属病院）          

  

  ○ ○新循環器病対策情報発信事業費                  3,828千円 

      循環器病発症者の早期受診につなげるため、Ｗｅｂ広告による情報発信を行う。    

（財源：感染症予防等国庫補助金）                         

  

  ○ ○新ゲーム・ネット依存対策推進事業費               9,264千円 

      ゲーム・ネット依存対策を推進するため、一定期間スマートフォン等のデジタル機器か 

ら距離を置くデジタルデトックスの取り組みを行う。                 

（財源：依存対策総合支援事業費補助金等）                     

 事 業 内 容  「デジタルデトックス×運動」プロジェクト、キャンプの実施等    

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

22 

  ○ 子どもの貧困対策推進事業費                   9,066千円 

      貧困状況にある子どもの健やかな育成を図るため、地域の実情に応じた効果的な貧困対 

策を推進する。                                  

 01 やまなし子どもの貧困対策協議会開催費             0666     

 02 子どもの居場所づくり推進事業費補助金            03,000     

   子ども食堂等を開設するための設備整備に対し助成する。            

   補 助 先  市町村                             

   実施主体  市町村 ＮＰＯ等                        

   補 助 率  1/2(県単)0                           

 03 広域的活動拠点設備整備事業費補助金             02,400     

   補 助 先  ＮＰＯ等                            

   補 助 率  3/4(県単)0                           

 04 食料・生活用品支援ネットワーク構築モデル事業費補助金    03,000     

   ひとり親家庭等へ安定的に食料等を提供するための取り組みに対し助成する。   

   補 助 先  市町村 ＮＰＯ等                        

   補 助 率  1/2(国1/4 県1/4)0                       

  

  ○ 児童家庭支援センター事業費補助金               18,831千円 

      地域における児童の福祉に関する相談事業等に対し助成する。            

（財源：児童虐待・ＤＶ対策等補助金）                       

 補 助 先  社会福祉法人山梨立正光生園                    

 事 業 内 容  ○新児童相談所から受託した指導措置 ○新市町村への指導助言等     

 補 助 率  10/10                              

         

  ○ ヤングケアラー支援強化事業費                 49,220千円 

      家事や家族の世話等を日常的に行っている児童生徒等を支援するため、関係機関による 

連携支援体制を強化する。                             

（財源：児童虐待・ＤＶ対策等補助金等）                      

 01 広報啓発事業費                        7,235     

   事業内容  ○新テレビＣＭの放映 Ｗｅｂ広告の掲載 ○新フォーラムの開催    

  2 連携強化事業費                       15,027     

   事業内容  ○新支援計画の策定 実態調査の実施 ネットワーク会議の開催    

  3 人材育成事業費                         5,874     

   事業内容  ○新支援コーディネーターの養成 支援者向け研修会の開催      

  4 ○新相談体制整備事業費                     11,055     

   事業内容  相談サロン、ＳＮＳ相談窓口の設置                

  5 スクールカウンセラー活用事業費(再掲)             4,218     

  6  スクールソーシャルワーカー活用事業費(再掲)          5,811     

    

  ○ 太陽光発電施設適正管理等強化事業費               6,302千円 

      太陽光発電施設の適正な設置及び維持管理の強化に向けた取り組みを行う。      

（財源：電気事業会計繰入金）                           

 事 業 内 容  ○新設置許可申請等に係る有識者の意見聴取 研修会の開催       
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  ○ ○新県有施設再エネ設備等導入推進事業費             21,681千円 

      県内の温暖化対策を牽引し、温室効果ガスの排出量を削減するための取り組みを行う。 

  1 太陽光発電設備導入調査費                  13,233     

  （財源：二酸化炭素排出抑制対策補助金等）                   

   事業内容  設置可能施設の抽出 整備計画の策定               

  2 電気自動車充電設備設置事業費                 8,448     

  （財源：クリーンエネルギー自動車導入促進補助金等）              

   設置場所  本庁舎 北巨摩合同庁舎等                    

   

  ○ ○新良好な生活環境保全対策検討事業費               1,289千円 

      良好な生活環境の保全を図るため、廃棄物等の適正な管理に向けた検討を行う。    

 事 業 内 容  外部有識者等による検討会の開催                  

            

  ○ ○新ニホンジカ利活用促進事業費                  5,315千円 

      捕獲したニホンジカをジビエとして有効活用するための取り組みを行う。       

（財源：都県連携事業東京都負担金等）                       

 事 業 内 容  わなセンサーを活用した迅速な搬入モデル事業の実施         

        捕獲従事者とシカ肉処理施設のマッチングの促進           

           

  ○ ○新ジビエ供給力向上事業費                    4,538千円 

      捕獲したニホンジカのジビエへの利活用を推進し、供給力を強化するための取り組みを 

行う。                                      

（財源：鳥獣被害防止総合対策交付金等）                      

 事 業 内 容  丹波山村処理加工施設への焼却炉、冷蔵車の導入支援         

        セミナーの開催等                         

   

  ○ ○新屋外分煙施設整備事業費                   90,000千円 

      受動喫煙を防止するため、県営都市公園等に屋外分煙施設を整備する。        

 整 備 箇 所  小瀬スポーツ公園外 計9施設 18箇所               
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５ 快適「やまなし」構築戦略 
 

  ○ ○新地域公共交通計画策定費                   15,472千円 

      持続可能で利便性の高い公共交通ネットワークを構築するため、地域公共交通計画を策 

定する。                                     

（財源：地域公共交通協働トライアル推進事業費補助金）               

 事 業 内 容  法定協議会の設置 基礎調査の実施                 

     

  ○ ○新新たなモビリティサービス導入促進モデル事業費補助金     10,000千円 

      交通弱者の移動手段の確保や利便性の向上のため、ＡＩオンデマンド交通の導入を支援 

する。                                      

（財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）             

 補 助 先  市町村                              

 補 助 対 象  運行費 システム導入費 システム利用料等             

 補 助 率  1/2                               

 補 助 額  1市町村当たり5,000,000円上限                   

      

  ○ 公共施設等適正管理推進事業費                4,796,319千円 

      公共施設等の総合的・計画的な管理を推進するため、長寿命化改修等を行う。     

（財源：公共施設等適正管理推進事業債等）                     

 11 長寿命化改修事業費                   13,504,792     

   実施箇所  県民文化ホール外 計51施設                   

  2 集約化・複合化事業費                   1,277,397     

   実施箇所  男女共同参画推進センター 青少年センター            

  3 ユニバーサルデザイン化事業費                 14,130     

   実施箇所  考古博物館外 計7施設                     

  

  ○ 地震被害想定調査費                      54,787千円 

      今後の地震対策の立案や市町村の防災計画等の基礎資料に活用するため、最新の知見を 

用いた南海トラフ地震や断層型地震等の被害想定調査を行う。             

   

  ○ ○新富士山火山現地対策拠点機能整備事業費            37,023千円 

      富士山噴火時に迅速かつ的確に対応できるよう、安全なエリアで継続的に活動できる現 

地対策拠点の機能を確保する。                           

 事 業 内 容  現地対策拠点用の通信設備、装備品等の整備             

                             

  ○ ○新防災航空基地等整備検討事業費                11,969千円 

      災害時における本県の防災体制を強化するため、防災拠点の再編・整備の在り方や消防 

防災航空基地の整備手法等の検討を行う。                      
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  ○ 人と動物の共生社会推進事業費                 134,377千円 

      人と動物の共生する社会の実現を目指すため、動物の殺処分数減少に向けた取り組みを 

行う。                                      

  1 一時飼養ボランティア支援事業費                3,027     

   事業内容  子猫の一時飼養ボランティアの募集、活動支援           

  2 不妊・去勢手術費補助金                   125,000     

   補 助 先  市町村                             

   補 助 率  10/10                             

   補 助 額  不妊手術 1匹当たり15,000円上限                

         去勢手術 1匹当たり10,000円上限                

  3 広報事業費                          4,600     

  4 動物愛護指導センター不妊・去勢手術資材整備費         1,750     

               

  ○ ○新やまなし景観まちづくりモデル事業費              4,811千円 

      豊かな景観資源を生かした地域の魅力向上を図るため、市町村が地域住民と協働で行う 

景観まちづくりの取り組みを支援する。                       

（財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）             

  1 景観まちづくりプラン作成支援事業費補助金           4,500     

   景観まちづくりを推進する熱意が高い地域をモデルとして選定し、地域の魅力向上 

  につながるプランの作成に対し助成する。                    

   補 助 先  市町村                             

   補 助 率  1/2                              

   補 助 額  1市町村当たり1,500,000円上限                  

  2 景観まちづくりプラン作成支援事業費               311     

   事業内容  コーディネーターの派遣                     
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  ○ 空き家対策総合事業費                     85,725千円 

      居住環境の整備改善を図るため、空き家対策を総合的に推進する。          

 11 空き家除却事業費補助金                    5,305     

   倒壊の危険性が高い空き家等の除却に対し助成する。              

   補 助 先  市町村                             

   事業主体  市町村 所有者 民間団体等                   

   補 助 率  1/5(県単 別に国2/5)                      

  2 ○新民事信託制度活用促進事業費                  420     

   管理不全空き家の発生を防止するため、民事信託制度の周知に向けた取り組みを行 

  う。                                     

   事業内容  弁護士、司法書士等に対する実務研修の実施等           

  3 官民連携空き家活用促進事業費補助金              5,000     

   空き家のビジネスとしての活用を促進するため、官民連携相談窓口を通じて活用対 

  象となった空き家の改修等に対し助成する。                   

  （財源：社会資本整備総合交付金）                       

   補 助 先  所有者                             

   事業主体  所有者                             

   補 助 率  2/3(国1/3 県1/3)                        

  4 二拠点居住推進空き家活用事業費補助金            75,000     

   新たな暮らし方に対応した二拠点居住等につながる事業への活用を対象とした空き 

  家の改修等に対し助成する。                          

  （財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）           

   補 助 先  所有者                             

   補 助 率  3/4                              

   補 助 額  1件当たり5,000,000円上限                    

   

  ○ ○新山梨ふるさと記憶遺産プロジェクトモデル事業費         9,488千円 

      地域図書館の付加価値と県民のふるさとへの誇りを高めるため、図書館を核とした先人 

達の物語の記録・継承を行う。                           

（財源：地方創生推進交付金）                           

 事 業 内 容  モデル自治体における取材・記録 市町村司書等への助言・伴走支援  

        研修会の開催等                          

  

  ○ ○新犯罪の起こりにくい社会づくり推進事業費            9,330千円 

      地域における防犯意識の向上を図り、県民が安全安心に暮らせる社会づくりを推進する。

（財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）             

  1 防犯カメラ設置促進補助金                   9,000     

   犯罪等の発生抑止を目的とした防犯カメラの設置に対し助成する。        

   補助先  市町村及び地域団体                        

   補助率  1/2(県単)                             

   補助額  1台当たり300,000円上限                      

  2 防犯設備士資格取得事業費                    330     

   防犯に関する指導・助言を的確に行うため、警察官に防犯設備士の資格を取得させ 

  る。                                     

   

  ○ ○新交通安全施設緊急整備費                   104,108千円 

      児童等が安全で安心して通行できる環境を構築するため、小学校等の周辺道路における 

横断歩道標示等の更新を行う。                            
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行財政改革の取り組み 
 

  ○ ○新戦略的情報発信強化事業費                  16,074千円 

      県民の理解や関心を深めるため、県政の重要施策や考え方をわかりやすく発信する。  

 事 業 内 容  オウンドメディアの運営 特集記事の作成等             

     

  ○ やまなし教育環境・介護基盤整備基金積立金           678,723千円 

      きめ細かで質の高い教育の環境や介護待機者ゼロを実現する基盤の整備を図るため、法 

人県民税法人税割の超過課税分等を財源として基金に積み立てを行う。         

（財源：電気事業会計繰入金）                           

  

  ○ やまなし教育環境・介護基盤整備基金事業費           504,327千円 

      きめ細かで質の高い教育の環境や介護待機者ゼロを実現する基盤の整備を図るための事 

業を実施する。                                  

（財源：やまなし教育環境・介護基盤整備基金繰入金）                

 01 介護保険給付費県負担金(再掲)                57,807     

 02 少人数教育推進事業費(再掲)                 446,520     
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 公共事業費・県単独公共事業費 
 

 

  〔 公 共 事 業 費 〕            

                                                                   (単位：千円、％) 

区 分 R4当初予算額 (A) R3当初予算額 (B) (A)/(B) 

林 政 5,722,438 5,417,860 105.6 

農 政 7,272,993 7,034,237 103.4 

県 土 整 備 36,187,398 35,317,372 102.5 

一 般 公 共 計 49,182,829 47,769,469 103.0 

災害復旧費 3,300,814 2,588,435 127.5 

合 計 52,483,643 50,357,904 104.2 

 

 

  〔県単独公共事業費〕 

                                                                   (単位：千円、％) 

区 分 R4当初予算額 (A) R3当初予算額 (B) (A)/(B) 

林 政 1,318,353 1,275,303 103.4 

農 政 632,800 615,520 102.8 

県 土 整 備 17,146,501 14,577,825 117.6 

合 計 19,097,654 16,468,648 116.0 

 

 

  〔 合 計 〕            

                                                                   (単位：千円、％) 

区 分 R4当初予算額 (A) R3当初予算額 (B) (A)/(B) 

合 計 71,581,297 66,826,552 107.1 

災害復旧費を除く 68,280,483 64,238,117 106.3 

国直轄事業を除く 64,347,675 60,119,654 107.0 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 




